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サステナビリティーの目標を実行に移すには、自社の
ニーズに合わせた戦略とソリューションが不可欠です。
そのためには、データを最大限に活用して十分な情報に
基づいた意思決定を行い、戦略を日々の業務に結び付け、
サステナビリティーをビジネス変革に組み込む必要があ
ります。詳細については、ibm.com/sustainability をご
覧ください。

かつてないほど劇的な変化が起きている今日、自動車
メーカーは事業や顧客サービス、さらには地球環境に与
える影響について再考を求められています。自動車メー
カーは今、これまで以上にコネクティビティーや予測性
を高め、自動化やインテリジェント化を進め、持続可能
な社会を実現することを目指しています。IBM は、こ
れらの目標の達成に必須となる新機能を実現するため、
テクノロジーの開発に努めています。詳細については、
ibm.com/industries/automotive をご覧ください。

IBM が提供する
サービス

https://www.ibm.com/sustainability
https://www.ibm.com/industries/automotive
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今後 3 年以内に、EV の購入を考える
消費者は 50% に達する。
しかし、消費者は費用や充電インフラの整備に懸念を抱
いている。

自動車業界の幹部は、2030 年までに
EV への支出は 61% 増加し、販売
シェアは 40% になると予測する。
また、自動車メーカーの幹部は、2030 年までに内燃機関

（ICE）車への支出は半減し、2041 年までにその販売が
終了するだろうと予測する。

EV プラットフォームなどの車両 IT
システムが、EV 事業で新たなコア領
域だと考える従来の自動車メーカー
幹部は 30% に満たない。
バッテリーをコア領域と捉える回答者もまた約 40% に
とどまった。自動車バリュー・チェーン全体にわたる事
業モデルの刷新は進行中とみられる。

自動車業界は電気自動車（EV）
への移行を加速し、持続可能な
モビリティー社会の実現を 
推し進めようとしている。

主なポイント
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EV シフトが急ピッチで進む

2020 年以降、世界の主要市場で電気自動車（EV）の販売台数が急増
している。EV が乗用車の販売台数に占める割合はまだ小さいものの、
2020 年 か ら 2021 年 に か け て 倍 増 し 9% と な り、2021 年 か ら
2022 年にはさらに 4% 増加している。1 バッテリー技術の進歩により、
車両コストは下がり、走行可能距離は伸びた。そこにモデルの選択肢
が増え、豊富な購入インセンティブが提供されており、EV は消費者に
とって非常に魅力的な存在となりつつある。

しかし、温室効果ガス（GHG）排出量の早急な削減を求める声は強く、現在の普及ペー
スは決して十分ではない。世界の気候科学者は、現在の各国の計画では、パリ協定で定
めた 2050 年までのネットゼロ目標の達成は不可能だと警鐘を鳴らしている。2 世界の
CO2 排出量の約 4 分の 1（23%）は運輸セクターによるもので、その 75% が道路輸送
に由来している。自動車業界はさらに多くの EV を供給する必要に迫られている。3 自動
車メーカーの CEO たちが、今後 2、3 年の間に直面する最大の課題として、サステナ
ビリティーを挙げているのは驚くにはあたらない。4

EV が耐用年数を迎えるまでに生み出す温室効果ガスの総量は、基本的にガソリン車よ
りも少ない（実際の量は電力の供給源に左右される）。5 そこで各国政府は、自動車の電
動化で温室効果ガス排出量を大幅に削減することに期待をかけ、自動車メーカーの EV
販売拡大について積極的な目標を掲げている。6 米国は 2030 年までに販売台数の 50%
を EV に、日本、中国、EU、英国は 2035 年までに 100% にすることを目指している。7

実のところ、1970 年代にはガソリン価格の高騰が、1990 年代には環境意識の高まり
がきっかけとなり、EV の導入は数十年も前から断続的にだが模索されてきた。8 
2000 年代前半にテスラのような成功したブランドが登場すると、消費者の関心は再び
高まった。しかし、2011 年に IBM Institute for Business Value（IBV）が発表した EV
に関するレポートが指摘したことだが、高額な購入価格や充電インフラの不足、不十分
な消費者への啓発などが、EV の本格的な普及を妨げてきた。9 今回は、気候変動に対す
る切迫した状況と新たな技術革新が、EV 普及のきっかけとなっているのだろうか。

IBV は、自動車業界が本当に EV へ全面移行する意欲があるのかを確認するため、9 カ国
1,501 名の業界エグゼクティブを対象にインタビューを実施した。また、消費者の意識
と EV 購入意欲を理解するために、7 カ国の 12,663 人を対象とした消費者調査を並行
して行った。その結果、消費者は確かに EV に興味を持っているが、EV 市場の立ち上
げ当初から根強く残るコストや充電の課題に懸念も抱いていることが分かった。また、
企業側も EV への積極姿勢を示してはいるが、必ずしも確信が持てないようだ。
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自動車業界の EV シフトは 
今まさに転換点を迎えている、 
しかし課題も残る
今回の調査データを見ると、持続可能な移動手段の未来像として、EV
への移行は十分なペースで進んでいるようだ。車を運転する消費者の
50% が今後 3 年以内に EV を所有する予定だが、国によって購入意欲
はかなり異なり、米国と日本は中国とインドに大きく後れを取ってい
る。また、自動車業界の幹部は、EV は企業戦略の中で重要な地位を占
めていると考えており、「現在、EV は戦略的領域ではない」との回答
は 1,501 人中わずか 4 人に過ぎなかった。

さらに注目すべきは、今後数年のうちに EV への投資額が内燃機関（ICE）車への投資
額を上回るという予測だ（図 1 参照）。2030 年までに、EV への投資額は現在より 61%
増加し、内燃機関車への投資額は半分になると見込まれている。もっと驚くべきは、
2041 年以降に内燃機関車の販売を想定している幹部は皆無で、62% が 2035 年ごろ
までに内燃機関車の販売はすべて終了するだろうと予測していることだ（図 2 参照）。

ところが、戦略や資金投入の優先度にもかかわらず、自動車業界の野心的な 2030 年の
EV 販売目標（欧米や中国では、販売台数のおよそ 50% から 80%）を実際に達成可能
だと考える幹部は 44% に過ぎない。10 なぜ、経営者たちは自信が持てないのだろうか。
EV は自動車メーカーにとって大きな転換点であり、EV を製造するためには全く新しい
設計、部品、技能、パートナーシップ、工程が必要になるとともに、消費者が何を求め
ているのかを今一度見直さなければならない。そこに課題が潜んでいる。
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図 1

内燃機関車から EV へ 
投資がシフト

質問：2022 年、2025 年、2030 年における、貴社のパワートレーンごとのグローバル支出の割合予測を
お答えください。

パワー 
トレーン
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投資配分
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内燃機関車

今回の調査では、EV 変革を進めるに当たって対処すべき課題がいくつか浮き彫りに
なった。

	– EV の購入動機、価格設定と所有コストについて、消費者の期待と業界幹部の認識と
の間に乖離がある。

	– EV が広く普及するために不可欠な、充電インフラとバッテリーのライフサイクルを
サポートするための、エコシステムの連携強化が必要。

	– 自動車メーカーとして、新たにどのオペレーション領域を社内で強化し、どの領域
を他社と協業すべきか、継続的に評価する必要がある。

EV への完全移行を円滑に進めるためには、経営層は業務提携に向けた行動を取ること
を躊躇してはならない。先進技術を活用し、堅牢なエコシステムを構築できた企業だ
けが、グローバルなネットゼロ目標を達成するために必要な変化のスピードに対応で
きるようになり、市場競争力を獲得できるのだ。
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図 2

業界幹部は 2041 年以降には、 
内燃機関ビジネスから撤退を予想

注）現在、内燃機関車の製品やサービスを提供していない回答者（13%）を除く。

内燃機関車と関連製品の販売を終了する
時期についての見通し

7
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質問：貴社は、いつまで内燃機関車の車両・部品のビジネスを継続する
と予想しますか。



8



9

EV の本格普及へ向けて 
取り組むべき課題

消費者の要望と業界幹部の認識の乖離

自動車業界の幹部にとって、価格や機能面で消費者が何を求めているかを把握すること
が重要だ。そこで、双方のグループに EV 購入の意思決定に関わる要因について質問し
たところ、明らかな相違があった。消費者が費用面を重視しているのに対し、業界幹部
は充電の問題や環境に対する意識を消費者にとっての主な要因になると考えている

（図 3 参照）。

図 3

EV 購入に影響を与える要因は、
業界幹部と消費者の間で 
見解に相違がある

業界幹部への質問：顧客が EV を購入する際に、最も重視すると思われる要因は何ですか。
消費者への質問：あなたが EV を購入する際に、以下の項目が影響を与える程度はどれぐらいですか。
※ 5（非常によくあてはまる）と 4（よくあてはまる）を選択した回答者の割合を集計

67%業界幹部

消費者

充電設備への容易なアクセス

環境に対する配慮

自宅で充電が可能

自宅で充電が可能

維持費が少なくて済む

燃料費が少なくて済む

環境に対する配慮

66%

63%

60%

52%

62%

63%

充電関連 費用関連
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EV の購入価格は消費者にとって最も重要な要素であ
り、EV を購入する際には、バッテリーの持続距離より
も重要視されている。しかし、ここでも業界幹部の認
識と消費者の希望は一致しない。業界幹部は、EV の購
入価格が、同等のエンジン車と比べてプラス 5% から
8% であれば消費者に受け入れられると想定してい
る。一方、消費者の EV への関心は約 6 万ドルを境に
低下する。IBV の分析によると、米国における現状の
EV の価格プレミアム * は 16% である。業界は EV の
価格を引き下げる努力を続けているものの、消費者と
の間には明らかなギャップが存在する。

EV の総所有コスト（TCO）については、業界幹部と消
費者の間でさらに興味深い隔たりが見られる。所有期
間を 5 年と仮定した場合、業界幹部は消費者が保有期
間全体で 18% の追加コストを許容すると想定してい
るが、世界の消費者の過半数（52%）は従来の車と同
等またはそれ以下の TCO を期待している。IBV の分析
によると、EV は明らかに燃料費については勝ってい
る。しかし、EV の TCO の大きな要因はバッテリーの
経年劣化に起因する減価償却費である。また、TCO に
関わる要因は、消費者にとって必ずしも明確でない場
合がある。例えば、2023 年の米国では、EV には税優
遇の対象になるものとならないものがある。11

EV に期待される用途を見ても、やはり業界幹部と消費
者の認識は一致していない。業界幹部は、EV の保有が
法人所有車（53%）と個人所有車（47%）でほぼ均等
に二分されると考えている。個人所有の EV について
は、EV が主流になることで新たな利用パターンが生ま
れることを期待している。しかし、消費者は今のとこ
ろそのような未来像を描いていない（図 4 参照）。業
界幹部は、EV のビジネス用途として、ライドシェア・
サービス、配送・宅配、住宅修繕サービス、販売、不
動産などを想定しているが、消費者は通勤や日常的な
用事を挙げる割合が圧倒的に多い。

* 価格プレミアムとは、価格差のこと

図 4

業界幹部は EV が主流に
なるにつれ、 
新たな用途が伸びる 
ことを想定している

ビジネス用途

通勤や日常的な用事

長距離の移動

レジャー・娯楽

59%

7%

54%

72%

12%

37%

30%

9%

業界幹部     

消費者

注）EV の用途について、業界幹部は上位 2 つを、 
消費者は 1 つを選択。

業界幹部への質問：自国における個人所有 EV の主な用途を 
選んでください。
消費者への質問：EV の主な用途は何になると思いますか。
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解決されない充電インフラの課題

充電インフラが十分に整備されていないことは、長き
にわたり電動化のアキレス腱となってきた。国際エネ
ルギー機関（IEA）は、この問題は発展途上国や新興
国で特に顕著だと指摘する。12 EV 化で二酸化炭素排出
量を削減するためには、バッテリーのバリュー・チェー
ンから充電インフラまでを含むシステム的な視点が必
要だ。

今回の調査において、充電の課題が依然として EV 普
及の大きな妨げになっていることが確認できた。消費
者の半数以上（57%）が公共の充電設備の不足を心配
しており、51% が家庭用充電設備の設置が難しいと指
摘している。

家庭での充電が主な充電手段になると予測する消費者
は過半数（53%）だが、設置にかかる初期費用も阻害
要因となっているようだ。米国の消費者は家庭用充電
設備の設置に、1,000 ドル強の支払いは許容できると
回答している（図 5 参照）。13 英国と日本の消費者の予
算は 900 ドル以下と厳しい。一方、インド、中国、ブ
ラジルの消費者は、1,500 ドル以上を費やせると回答
している。

半数以上の消費者が、 
家庭用充電設備の設置は 
困難だと回答している。

図 5 

各国の消費者が想定する 
家庭用充電設備の 
設置費用

$1,000 米国

日本

$1,064世界全体

$1,018 ドイツ

$539

$1,872

$1,680

$1,500

ブラジル

中国

インド

英国$869

出典：IBV が行った消費者回答分析に基づく

11
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もちろん、賃貸や集合住宅、あるいは専用駐車場がな
い場合など、誰もが自宅に充電設備を設置できる環境
にいるわけではない。加えて、現在の EV ユーザーは、
従来車のオーナーに比べて 1 日の走行距離が 2 倍、長
距離移動の頻度が 5 倍あり、自宅以外での充電場所が
必要だ。家庭での充電をメインに想定する消費者は半
数に過ぎないため、EV が普及するためには、目的地

（職場、買い物先、旅行先など）の充電スポット、自宅近
くの共有型充電設備、走行途中に急速充電できる設備
などバランスよく整備される必要がある（図 6 参照）。

一方、EV 充電インフラの整備には多大な労力が伴う
ため、業界幹部は当面の間は、これらの多様な充電手
段が十分な水準に到達するとは考えていない。回答者
の 89% が、2040 年までには自国の EV 車向けの充電
インフラが整備されると予測している。しかし、これ
は 2030 年に世界の EV 販売台数シェアが 40% にな
るという予測と相容れない。2030 年までに、十分な充
電設備が利用できるようになると予測する回答者は
13% に過ぎないのだ（図 7 参照）。

充電事情を考えるとき、インフラだけでなくバッ
テリーの持続時間も考慮しなくてはならない。IBV
の分析によると、ほとんどの消費者が 300 マイル

（483 km）を上回る EV の走行可能距離を求めている
が、2021 年の米国市場におけるその中央値は 234 マ
イル（377 km）だ。14 業界が取り組むバッテリー性能
とエネルギー密度 * の改善は成果を上げており、その
結果、走行可能距離は伸びている。しかし、他にも
バッテリーに関する課題はある。

* 	エネルギー密度とは、主にバッテリーで、単位体積あたりに蓄えら
れるエネルギーの量のこと

図 6

自宅での充電を想定する 
消費者は半数にとどまるため、
多様な充電インフラを 
用意する必要がある。

自宅の 
充電設備

目的地の 
充電スポット

自宅や近隣に 
設置されている 
共有型の充電設備

道路沿いの 
急速充電設備
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図 7 

業界幹部は EV 充電インフラが普及する時期を
2035 年から 2040 年と予想

質問：あなたの国では、消費者の懸念を解消するのに十分な充電インフラが整うのはいつ頃だと思いますか。
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EV 充電インフラの普及予想
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バッテリー性能は時間とともに低下し、それに伴い充電回数が増え、充電時間が短くな
ると、バッテリーの寿命や EV の残存価格に影響が及ぶ。また、発熱などの安全性の問
題も気になるところだ。さらに、原材料の調達、製造過程で排出される温室効果ガス、
廃棄バッテリーのリサイクルなどに伴う環境負荷といった課題への対応も考慮しなく
てはならない。しかも、バッテリーを機能させる化学反応は極めて複雑であり、古典的
なコンピューティングでは扱いきれない分子間相互作用の詳細なモデル理論が必要と
される。一部の企業は、このような新しい化学反応のテストを量子コンピューティング
で行い、より安価で入手しやすい材料を特定することで、環境に優しく高性能なバッテ
リーの生産につなげたいと考えている（ケーススタディー「バッテリー材料開発を支え
る量子コンピューティングの力」を参照）。
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ケーススタディー

バッテリー材料開発を 
支える量子 
コンピューティングの 
力

今日の EV に搭載されるバッテリーには、主にリチウム、コバルト、ニッ
ケルといった鉱物が欠かせない。ゼロ・エミッション車の目標を達成する
ためには、こうした原材料の不足はもう 1 つの障壁となりかねない。バッ
テリー技術が遅々としか進まない中で、現在、研究者は量子コンピュー
ティングを駆使して代替材料の探索を進め、EV を安価に提供しようと開
発を進めている。量子コンピューティングを活用すれば、研究者は材料シ
ミュレーションを行う際に、古典的なコンピューティングが抱える計算
時間の制約を克服し、手間と費用のかかる実験手法に頼らずに済むよう
になる。

量子シミュレーションを行えば、材料のシミュレーションや材料とデバ
イス動作、製造工程、動作環境との関係をよりリアルにシミュレーション
が可能となるなど、コンピュータ上で有効な実験が可能となり、研究室で
の実験や製造開発の負担を減らせるようになる。15

IBM Quantum Network に参加したメーカー各社は、この強力なテクノロ
ジーを活用することでバッテリー研究に弾みをつけようとしている。

	– 三菱ケミカルは、リチウム空気電池の可能性を探究している。理論上は
バッテリーを大幅に軽量化でき、1 回の充電でより長時間の使用が可能
になる。同社の研究者は、量子コンピューティングを活用した新たなシ
ミュレーションで、電力源としてのリチウム空気の可能性を探ろうと
している。16

	– Mercedes-Benz 社のエンジニアは、バッテリー技術において、リチウ
ム硫黄電池が有望だと期待している。実際の試作品を作る前に量子コ
ンピューティングを利用し、研究に必要な分子のさまざまな特性や挙
動をシミュレーション予定だ。17

14
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EV 化による企業のオペレーションモデル変革

自動車メーカーは、いまだかつてないほど重大な変化に直面している。自動車産業はエ
レクトロニクス中心の製品に転換しつつあり、ソフトウェアにより制御され、今後他社
との差別化につながる自動アップデートや車載エンターテインメント、ゲーム、自動運
転といった機能が提供される。多くの自動車のメカニック（機械的な構成）も、プログ
ラムで制御されている。Goldman Sachs 社の推定では、2025 年までに 1 台の EV に
6 億 5,000 万行のコードが必要になる。スマートフォンの OS や戦闘機に必要なコード
行数が平均 2,000 万～ 4,000 万行であることと比べれば、これは全く異なる次元の複
雑さだ。18

また EV では内燃機関車とは異なる部品が使われ、この点においても製造は大きく変化
する。例えば、EV にはエンジン、吸気システム、燃料システム、従来の変速機は必要
なく、代わりに電気モーターと大きなバッテリーが不可欠になる。

このように、EV 化がもたらす影響は、自動車のバリュー・チェーン全体に及ぶ。設計・
開発から製造、販売モデル、アフターセールスに至るまで、EV 化によるインパクトや
新たな経営課題の評価、オペレーション・モデルの見直しが進んでいる（図 8 参照）。

 

図 8

EV シフトが自動車製造の 
バリュー・チェーン全体に及ぼす影響

影響を受けると思われる業務 

	 部品開発

	 モデル開発

	 生産技術

上位 3 位

課題となると思われる業務

	 製造

	 アフターセールス

	 部品開発

質問：バリュー・チェーンの各フェーズにおいて、EV へのシフトによりどの程度の変化が必要になると 
思いますか。EV 化が生む最大の課題は、バリュー・チェーンのどのフェーズで起こると思いますか。 
回答が 5（非常に大きな程度）または 4（大きな程度）であった選択肢を表示。
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過去数十年にわたり、自動車メーカーとその部品メーカーは自らの強みを元にコア・
コンピテンシーを確立し、垂直統合型のサプライチェーンを構築してきた。しかし、
現在は自動車メーカーにとって歴史的な転換期であり、今後はソフトウェア、ハード
ウェア、電装品など新たな需要に対応することになるだろう。EV への移行を加速させ
るためには、全く新しい製品、製造工程、販売・サービスモデルなどに対応できるよ
う、各オペレーション領域で、解像度の高い事業モデルを設定しなければならない。そ
うすることで、目標に到達するまでの現実的なロードマップが策定できるようになる。

その過程で、組織内で維持すべきコア・コンピテンシーと、アウトソーシングやパート
ナー企業との提携を通じて外部に専門知識や技術を求める分野とを明確に定義する必
要がある。調査の回答からは、オペレーション・モデルに関わる戦略的な判断は、まだ
道半ばのようだ。

意外なのは、自動車 IT システムについての業界幹部の現在の見解だ（図 9 参照）。EV
の部品の多くはソフトウェアで制御されているが、ソフトウェアやその他の車両 IT 機
能をコア・コンピテンシーと位置付ける自動車メーカーは 30% に満たない。これらは
製品の差別化につながる分野だ。今後も協業領域とするのか、それとも将来的にコア領
域となるよう知見を蓄積するつもりなのか、現段階では不透明だ。

* コア・コンピテンシーとは、競合他社を上回る能力や差別化できる能力のこと

図 9

コア・コンピテンシーの 
定義には、財務リソースや
技能・技術の蓄積が 
影響している

55 45

40 60

21 78

コア・コンピテンシーの定義：自動車メーカー

28 71

20 79

8 90

65 34

54 45

41 58

24 75

部品の研究開発

電子部品

EV バッテリー

EV ハードウェア・ 
プラットフォーム

車載 IT システム

コネクテッド・ 
プラットフォーム

EV ソフトウェア・ 
プラットフォーム

エッジ 
コンピューティング

製造

自動車組み立て

電子部品

バッテリー

EV プラットフォーム

質問：今後、社内で調達を維持する予定の部品・機能と、提携先・サードパーティーから外部調達する予定の
部品・機能を教えてください。

内製 外部調達 不明



17

多くの自動車メーカー幹部は、EV のハードウェアやソ
フトウェア・プラットフォームはコア・コンピテンシー
ではないと考えている。自社開発の EV プラットフォー
ムを発表している企業もあるが、自動車メーカーの多
くは、それらの機能は外部提携先から調達し、他社と
の差別化は、プラットフォーム上で動作する機能やア
プリケーションによって図ろうとしているようだ。19

自動車メーカーは、今のところ居心地の良い領域にと
どまっているように見える。調査結果によると、車両
統合と組み立ては引き続きコア・コンピテンシーであ
り、新たにコア・コンピテンシーに加える予定なのは
電装品の開発製造だ。また、バッテリー工場の設立を
発表したメーカーもあるが、バッテリーの研究開発お
よび製造を中核事業に位置付ける従来メーカーは
40% に過ぎない。20 しかし、この状況は流動的であり、
企業によって戦略が異なるのは当然なことなのかもし
れない。

従来メーカーからの声によると、バッテリー生産には
多額の投資が必要なため、内製か調達かは、主に財務
的な観点から判断される。また自社の技能や技術が不
足している領域は外部調達が優先となる。

EV の導入は、販売モデルや所有モデルにも変化をもた
らしそうだ。半数近く（48%）の業界幹部が、完全に
オンラインによる販売・ローンが最も重要な販売モデ
ルになると回答している。46% は従来型のディーラー
販売を想定している。しかし、EV 市場を牽引するテス
ラは、消費者に直接販売し、ディーラー・フランチャ
イズの役割を認めていない。こうしたことから、オン
ライン販売業者などディーラー以外の販売業者や、直
販といった従来とは別の販売チャネルの導入につい
て、業界幹部は検討を始めている。ただし、販売方法
の進展の行方は、各企業の戦略や地域事情によって異
なるだろう。

2030 年には EV の所有形態の 
37% がサブスクリプションになる
と予測

業界幹部は、個人向け EV の所有形態が、現在の購入か
ら大きく変わると考えている。現在の EV の所有形態に
占めるサブスクリプションの割合は 3% に過ぎないが、
2030 年までにはサブスクリプションとリース、購入が
ほぼ均等になると予測している。IBM が実施したドイツ
市場での調査は、コスト面を考慮すると、サブスクリプ
ションは EV 普及のより現実的な方法だと結論づけてい
る。21

サブスクリプションへの移行は、自動車メーカーの収益
構造にも変化をもたらす。2030 年までに EV のサブスク
リプションが、バッテリー関連サービスに次ぐ有望な収
益源になると業界幹部は予想する。サブスクリプショ
ン・モデルは生まれたばかりだが、業界幹部はこのモデ
ルに注目しており、今後はメジャーな所有形態となる可
能性が高い。

部品サプライヤーに話を移そう。サプライヤー幹部は
2030 年までに売り上げが 21% 増加すると見込んでお
り、EV 化の未来に楽観的なようだ。半数近くが内燃機
関車事業の縮小あるいは撤退を視野に入れており、過半
数がニーズの変化に対応するために従業員のリスキリ
ングを計画している。また 3 割弱が、他社への事業売却
や合併、合弁会社の設立、他社の買収など、企業再編を
想定している。

こうした中、EV 市場で優位に立つのは、設計・開発・
製造のあらゆる過程で最も効率的な道を模索し、消費者
が抱える課題を認識し、またそれに対処し、新たなコ
ア・コンピテンシーに自信を持って迅速に取り組むこと
ができる企業であろう。
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EV 普及の鍵を握る 
エコシステムとテクノロジー 

前進に欠かせないパートナーシップ

業界の枠を超えた戦略的なコラボレーションと革新的なアプローチがあって、はじめて
サステナビリティーとそのソリューションは成立する（ケーススタディー「エネルギー
のシェアリング・エコノミーを構築する」を参照）。IBV の 2022 年 CEO 調査は、変革
に前向きな CEO は、環境問題の解決にエコシステムを広範に活用していることを明ら
かにした。そうした CEO たちは、全く新しいビジネス・ネットワークやプラットフォー
ムの構築を図り、連携を通じてオープンイノベーションを前に進めている。22

自動車業界の幹部も同様に、EV 向けソフトウェアや車内での顧客体験といったテクノ
ロジー・プラットフォームを活用して、ビジネス・エコシステムやパートナーシップを
拡大しようとしている（図 10 参照）。例えば、General Motors 社とトヨタ自動車は、
より多くの車種をスピーディーに市場へ投入するために、EV 用プラットフォームの開
発 コ ス ト を 他 メ ー カ ー と 完 全 に 共 有 化 し て い る。23 Volkswagen 社 と Ford Motor 
Company 社もまた、e- モビリティー分野で提携を進めている。例えば Ford 社は、
Volkswagen 社の EV 用プラットフォーム「MEB」をベースにして新型の欧州市場向け
EV の生産を計画している。24

充電インフラもまた、パートナーと協力し合うのに適した分野だ。自動車業界はもちろ
んのことだが、CO2 排出量をさらに削減するためにクリーンでバランスの取れた電力網
の構築に取り組むエネルギー・公益事業業界も、このパートナーの輪に加えることがで
きる（視点「電動化の取り組みを支援する IBM のフレームワーク」を参照）。充電イン
フラのネットワークには、EV やバッテリー、充電装置などを生産する製造業も関与す
る。これらの企業にとっても、サステナブルで費用対効果の高い効率的な手法の導入は
必須となっている。さらに、小売業や不動産業、旅行業など、消費者が EV で出かける
場所と関わる業種もパートナーとなりうる。消費者が店で買い物をし、レストランで食
事をしている間、あるいはホテルに宿泊するとき、EV を充電できれば便利だ。政府や
地方自治体が、公道沿いに充電インフラを構築し、EV オーナーが住み、働き、移動す
る都市を計画することもまた重要である。
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ケーススタディー

ストックホルムの再生可能エネルギー企業 Eljun 社は、スウェーデンがこ
れからの 10 年間で EV を普及させると予想しているが、その成長を支える
充電インフラの整備は十分でないと懸念している。そこで同社は、EV オー
ナーと充電設備の双方にメリットがあるネットワークの構築を始めた。車
のオーナーはアクセスしやすい充電設備を探すことができ、充電設備の
オーナーは自宅スタンドを利用していない時間を活用して収入を得られ
る仕組みだ。

同社が採用したのは、オープンソース技術、クラウド・コンピューティン
グ、そしてサーバーレス環境で動作するマネージド・サービス・プラット
フォームを活用したソリューションだ。これらのツールにより、Eljun 社
はアーキテクチャーを設計し、システムが自動で管理できるようにし、必
要に応じてスケールアップやスケールダウンもできるようにした。

同社は今後、予測分析を取り入れ、天候や充電設備の保守点検の必要性な
どに関する提案を行いたいと考えている。また、すべての個人所有の充電
設備をこうしたシェアリング・エコノミーに組み込めれば、インフラの問
題は解決すると Eljun 社の経営層は考えている。

エネルギー・ネットワークとインフラを運営するヨーロッパ大手の
E.ON 社も、送電網全体に関わる問題をいかに解決すべきかについて思い
を巡らせている。同社は、電力会社から消費者へ電力を一方的に流すだけ
ではなく、中小企業や一般家庭でも太陽光発電や EV を利用して電力網に
電力を供給するようになると予測する。このようなシステムを調整・制御
するには、膨大な演算処理の能力が必要であり、古典的なコンピューティ
ング・システムでは不可能だ。E.ON 社は、より効率的かつ効果的にプロ
セスを管理するための機能として、IBM と共に量子コンピューティングに
注目している。

エネルギーの 
シェアリング・ 
エコノミーを 
構築する 25

20
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図 10 

テクノロジー・プラットフォームを 
活用して、ビジネス・エコシステムと
パートナーシップを構築する

EV 用ソフトウェア

データ・マネタイズ

車内の顧客体験

EV 用ハードウェア

コネクテッド・カー

資源リサイクル

モビリティー・サービス

無線通信（OTA）

データ・セキュリティー

決済・サブスクリプション

EV 関連部品のサプライチェーン

電力網管理

データ・マネージメント

修理・アフターセールス・ 
サービス

51%

51%

50%

48%

47%

47%

47%

47%

46%

44%

41%

36%

35%

34%

質問：以下の各テクノロジー・プラットフォームについて、ビジネス・
エコシステムやパートナーシップをどの程度活用することを想定して
いますか。パーセントは、5（非常に大きな程度）と 4（大きな程度）
を選択した回答者の合計の割合。

電動化の取り組みを支援する
IBM のフレームワーク 26

視点

「クリーンな電化」に共通する定義や、それを達成する
ための合意された基準がないため、電力会社は目標の
設定や進捗の把握に困難を感じている。そこで IBM
は、エネルギーとサステナビリティーの専門家からな
るグローバル・チームと、オープン標準のベンチマー
ク で 世 界 を リ ー ド す る 米 国 生 産 性 品 質 セ ン タ ー

（APQC） と 連 携 し、 ク リ ー ン 電 化 成 熟 度 モ デ ル
（CEMM）を作成した。

こ の ク リ ー ン 電 化 の オ ー プ ン 標 準 モ デ ル で あ る
CEMM は、8 つの領域（市場イノベーション、戦略と
リーダーシップ、組織と企業文化、テクノロジー、サ
ステナビリティー、送電網運営、業務と資産管理、顧
客体験）と 200 の組織属性を網羅する。電力会社は、
このツールにより、新時代のクリーン・エネルギー・
コンピテンシーに対する自社の成熟度を評価できる。

英国のクライアントが電化ソリューションを構築する
のを支援した別の取り組みでは、IBM は最終的に EV
充電のリファレンス・アーキテクチャーを開発した。
このリファレンス・アーキテクチャーは、複数のワー
クショップ、研究、調査から生まれたもので、デジタ
ル体験プラットフォーム、e- モビリティー・サービス
提供システム、充電設備管理システム、充電スポット、
EV、エンタープライズ・システム、電化市場の統合な
ど、EV 充電の管理に不可欠な要素を網羅している。

21
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自動車業界の幹部は、充電ネットワークの整備に
は、エネルギー企業、充電設備メーカー、バッテ
リーメーカーなどとともに、EV メーカーが主導的
な役割を果たすべきだと考えている（図 11 参照）。
EV 販売台数で先行する中国の業界幹部は、不動産
オーナーの役割にも期待している。27 また、販売
ディーラーが充電スポットを提供し、電力網の統合
を促進することへの期待もあるようだ

図 11

EV 充電ネットワークには 
さまざまなプレイヤーの 
協力が必要だ

  
EV メーカー

エネルギー会社

充電設備メーカー

バッテリーメーカー

政府・自治体

不動産オーナー／事業者

自動車ディーラー／ 
サービス・センター

公的・民間コンソーシアム

自動車メーカーは、
EV 充電ネットワークにおける
自らの役割を意識している。
業界幹部の 65% が、EV メーカーは
充電インフラ整備に必要不可欠な
関係者だと回答している
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テクノロジーの導入で、 
EV 変革を加速させる

EV への移行は、自動車のバリュー・チェーン全体に多
くの変革のきっかけをもたらす。それを可能にするの
がテクノロジーの活用だ（図 12 参照）。生産現場から
バックオフィスに及ぶ業務の自動化を効果的に推進す
ることで、AI や機械学習、高度な分析、拡張・仮想現
実、ハイブリッドクラウドといった先進技術に支えら
れたソリューションの導入が可能となり、製品の設計・
開発、製造、販売・マーケティング、サービス・アフ
ターセールス、エコシステムとの連携といった領域で
改革を実行できる。

部品やサブシステムの設計について見れば、プロダク
ト・デザインと共にソフトウェア・エンジニアリング
が大きな意味を持つ。新しい部品や製品、機能は、ス
ピード感をもって市場に投入しなければならない。AI
を活用してエンジニアリング・ライフサイクル管理を
行えば、要件やワークフロー管理の最適化、さらには共
同作業が可能なモデリング、設計、テスト環境の実現
が可能になる（ケーススタディー「ワイヤレス充電ユ
ニットの設計管理を標準化した Lumen Freedom 社」
を参照）。同様に、デジタルツイン（リアルタイム・
データによる物理的な物体のデジタル複製）を使えば、
自動車の衝突試験などのシミュレーションが行える。
また、AI や機械学習と組み合わせれば、エンジニアは
実際の製品を製作する前に、設計上の問題を特定でき
るようになる。28

次に、今後 EV の所有形態として成長が期待されるサ
ブスクリプション・モデルについて見ると、この手法
は EV の販売に限った話ではない。自動車メーカーや
レンタカー会社は、自動運転機能や運転支援機能など
をソフトウェアベースで、有料で付加的に提供できる
ようになる。こうしたサービスの管理はたちまち複雑
化する可能性があるが、高度なサブスクリプション・
プラットフォームを利用すれば、見積もり、請求、回収、
分析などの収益プロセスが自動化できる

EV のコネクティビティーに目を向けると、EV はソフ
トウェアを多く使い、他の車両や周辺、インフォテイ
ンメント・サービス・プロバイダー、自動車メーカー
のバックエンド・システムなどと絶えず通信を行って
いる。例えば、規制要件を満たすため、あるいはセキュ
リティー上の欠陥を速やかに修正するために、車両は
無線でソフトウェアを更新できなければならない。ま
た 5G 技術が普及するにつれ、大量のデータがエッジ
でやり取りされるようになる。そのため、バックエン
ド・システムは迅速な対応が求められるようになり、
それに応じた堅牢なエッジ機能が必要になる。自動車
メーカーは、こうした低遅延要件などの要求に応える
ため、ハイブリッドクラウド・プラットフォームなど
のテクノロジーを活用して、システムを地域ごとに展
開している。これはまた、地域の規制要件を満たすた
めの戦術でもある。29

コネクテッド・カーが増えるにつれ、サイバー犯罪者
は攻撃対象を拡大し、自動車だけでなく、充電インフ
ラにまで手を伸ばしている。その影響は保険業界にも
及び、これまで扱ったことのないさまざまなリスクや
損害の査定に、保険会社は頭を悩ませるようになった。
このような複雑に重なり合った状況に対し、自動車
メーカーもただ手をこまねいているわけではない。車
載電子機器の保護から、車両セキュリティー・オペレー
ション・センター（V-SOC）を通じたリアルタイムで
の車両利用状況の監視まで、対策に取り組んでいる。30

規制当局もまた、自動車メーカーが順守すべき基準を
拡充して、その対応に努めている。31 例えば、国連のセ
キュリティー法規である UNECE R155 では、自動車
のサイバーセキュリティーに関する具体的なガイドラ
インを示し、サイバーセキュリティー管理システムの
構築を求めている。この管理システムにおいては、車
両とそれに不可欠なコネクテッド・サービス・エコシ
ステムは、開発から生産、運用、廃棄に至るまで包括
的に見渡すことが求められる。32 自動車メーカーはこ
の要件を満たすことで、消費者や車両オーナーと信頼
関係を築くことができるようになる。

EV 化の鍵は、 
テクノロジーを活用し、 
研究開発からエコシステムとの 
連携まで、自動車バリュー・ 
チェーン全体の改革を 
進めることだ
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機会 必要となるテクノロジー

研究 バッテリー性能
部品の軽量化

量子コンピューティングを使った 
化学・材料研究
半導体研究

部品・サブシステム開発 ソフトウェア開発
新しい部品の設計

車両サイバーセキュリティー管理システム
エンジニアリング・ライフサイクル管理 
ソフトウェア

製品開発 製品の差別化
コネクティビティーの向上

デジタルツイン
エッジおよびクラウド・コンピューティング

サプライチェーン サプライヤーの変更
サプライチェーンの可視化

コントロール・タワー
AI を活用したインテリジェント・ワークフロー

製造 コスト削減
新たな生産体制への移行

スマート・ファクトリー
総合設備効率（OEE）分析

販売・マーケティング 販売モデルの刷新
収益源の開発

ハイブリッド販売プラットフォーム
サブスクリプション・プラットフォーム

ローン 融資モデルの新設
残存価値の評価

最新の金融プラットフォーム
AI 分析／高度な分析

サービスと 
アフターセールス

技術者の不足
EV 部品サービス

遠隔車両検査／コネクテッド・インサイト 
（車両情報をクラウドに収集し、知見を得る 

システム）
モバイル・サービス・イネーブルメント 

（モバイル・アプリなどによる支援）／ 
拡張現実・仮想現実

リサイクル バッテリーとレアメタル
追跡

サーキュラー・エコノミー・プラットフォーム
（活用されていない資源から価値を生み出す 

プラットフォーム）
部品・材料の追跡

IT 環境の複雑化
提供までの時間短縮

ハイブリッドクラウド
DevSecOps ／アジャイル・モデル

エコシステム 提携先の水平展開
新たなステークホルダー

API マネージメント
マーケットプレイス

管理・人事 人材確保
リスキリング

学習プラットフォーム／ AI ベースの 
スキル評価
ビジネス・プロセスの自動化

サステナビリティー KPI を定義
ESG レポートを作成

AI ／データ分析
制御解析・レポーティングのプラットフォーム

図 12 

EV の移行過程において、 
自動車バリュー・チェーンに 
変革をもたらすテクノロジー
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最後に、自動車業界は、EV 事業をサステナビリティー戦略の一環として位置付けてい
ないようだ。自社のサステナビリティー目標の達成に EV 事業が不可欠だと回答したの
は 49% だった。また、CO2 排出量は EV 事業の明確な評価指標だと答えた業界幹部も、
55% と過半数をわずかに上回る程度だった。

こうした認識は、機会の損失を生みかねない。適切なツールを利用すれば、環境に優し
い自動車の設計や供給ははかどるようになるが、さらに、デジタル・ソリューションを
活用すれば、生産工程全体のサステナビリティーに対する、包括的な状況が把握でき
る。例えば、製造に伴う二酸化炭素の排出量や、責任ある調達・リサイクル活動の効果
などに関し深い洞察を得られるようになるのだ。

2022 年に IBV が行った CEO を対象とした「変革を引き起こすサステナビリティー」
に関する調査では、サステナビリティーとデジタル・トランスフォーメーション（DX）
を意識的に統合した結果、他社よりも高い収益成長を実現した企業群を紹介した。33 
自動車業界の企業は設計から廃棄に至るまでのバリュー・チェーン全体で、EV 戦略に
沿った明確なオペレーション・モデルを策定し、自社のサステナビリティー戦略全体と
EV 事業の目標を一致させる必要性を示唆している。

 



 
 

ケーススタディー

EV を充電するたびにプラグを差し込むのは面倒くさいという消費者の声
に応えて、オーストラリアの Lumen Freedom 社は、ワイヤレス充電の
開発に着手した。ところが事業が進展し、多様な需要が増すにつれ、設計
や管理作業が複雑化し、それらへの対応は難しくなる一方だった。

そこで同社は、IBM のビジネス・パートナー Olive Grove IT 社の協力の
もと、製品開発工程のワークフロー管理を標準化・統一化する目的で、
2 種類の IBM のエンジニアリング・ライフサイクル管理の SaaS* 製品を
導入した。これらの製品は、1 万以上の要件を含む設計やワークフロー
作業を、単一のツールと共通のインターフェースで集中管理し、それに
よって効率化を実現するものだ。また、各メンバーのワークロードを可視
化し、必要に応じてリソースを再配分する。これにより従業員の生産性が
大きく向上した。

* 	SaaS は、software-as-a-service のこと。ソフトウェアをクライアント側で導入するのでは
なく、ネットワーク経由でサービスとして利用する

ワイヤレス充電 
ユニットの設計管理を
標準化した 
Lumen Freedom 社 34

26
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アクション・ガイド
EV シフトが加速している。しかし、自動車メーカーの幹部がやるべきことは山積みだ。
EV 戦略とサステナビリティー目標と一致させていくこと、顧客への理解を深めること、
新たなオペレーション・ロードマップを精緻化すること、エコシステムを水平拡大し、
社会全体のグリーン・エネルギー化と協調すること。すぐに取りうるアクションとし
て、以下を提起したい。

01
組織戦略と EV シフトに 
整合性を持たせる 

	– EV で狙うべき市場はどこにあるのかを再確認・定義
し、それに応じた資金を投入する。

	– 選択した市場において、自社の差別化要因を判断
する。自社の強みと専門性を活用する。新たな収益
源を確保するべく、新たなビジネスモデルを検討
する。

	– テクノロジー視点での自社の将来像を描き、組織が
柔軟に対応できるようにする。その際は、相互運用
性、継続的なイノベーション、スケール性を考慮
する。

	– EV の事業目標や KPI が自社のサステナビリティー
戦略と合致していることを確認する。財務成果や
サステナビリティー目標の進捗を測定できるよう、
データ・アーキテクチャーを構築する。

02
EV に対する顧客の要望を把握し、 
現在と今後のニーズを 
どうすれば満たせるかを検討する

	– ターゲットとする地域、ブランド、顧客に関する市場
インサイトを検証する。現場でヒアリングやディス
カバリー・ワークショップを行い、顧客を理解する。
顧客の不便や不満を洗い出し、商品企画に反映さ
せる。

	– 精緻なデータと分析機能を活用して、販売 KPI を
モニターし、改善する。タイムリーなフィードバック
機能を持たせ、流動的な市場状況に対応する。

	– バッテリーのサブスクリプションや新規サービスの
ような新たな収益源を検討する。
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03
EV 化へスムーズに移行できるよう、 
ターゲット経営モデルを精緻化し、 
ロードマップを詳細に描く

	– ベンチマークを実施して、自社の EV 関連機能が競
合他社と比較してどの程度なのか評価する。

	– 各事業領域について、自社のコア・コンピテンシー
は何なのかを考え、またパートナー提携や外部委託
の可能性を考慮して、新たなターゲット経営モデル
を定める。そこに至るまでの、明確なロードマップ
を作成する。それに応じて、リソースの配分を計画
する。コストを管理しながら、自社に欠けている能
力を補強するため、有能なパートナーを見つけ出し、
創造的な提携関係を模索する。

	– 車両 IT・ソフトウェアの能力が十分でない場合、外
部パートナーのリソースを活用し、徐々に社内のス
キルを向上させる。

04
エコシステムのプレイヤーと 
協力しながら電動化に取り組む 

	– 充電に関する顧客の懸念を払拭するため、顧客が頻
繁に訪れる場所に充電設備を設置するなど、短期間
で成果を得られる投資領域を特定する。

	– 消費者や業界関係者に革新的な価値提案を行い、各
関係者が充電ネットワークで果たすべき役割を
明確にする。

	– すべての利害関係者に経済的なメリットがある、
クリエイティブかつ現実的なビジネスモデルを
検討する

	– テクノロジー・プラットフォームを活用して、エコ
システム・パートナーとの協業を進める。

アクション・ガイド
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日本市場に関する考察

1)	 EV に対して保守的な消費者と前向きな自動車業界

今回の調査では、日本の消費者が、グローバルの消費者に比べて電気自動車の購入意欲が低いことが分かっている。
グローバル全体では 50% の消費者が 3 年以内に EV の購入を検討していると回答したが、日本では 9% と、調査した
7 カ国中最も興味が薄い結果となった。業界幹部によれば、今後 3 年間の日本での EV 関連投資の優先領域はマーケ
ティングと販売（59%）となっており、日本では消費者への認知向上、商品の訴求が最優先と認識していることがう
かがえる。

一方、消費者とは対照的に、日本の自動車業界は EV 化に積極的な姿勢が見られた。パワートレーンごとの投資額で見
ると、グローバルでは EV への投資が内燃機関を上回るのは 2023 年から 2024 年ごろだが、日本企業では、2022 年
の調査段階で既に EV への投資が上回っていた。また、「2030 年には自社の EV プログラムが業界トップになっている」
と回答したのは 62% と、グローバルの 50% と比べても自信と前向きな見通しが垣間見える。日本の自動車業界は
グローバル化しており、必ずしも自国の市場だけを見ているわけではなく、世界の潮流を見て EV ビジネスに商機あり、
と判断しているのかもしれない。また、日本の基幹産業と言えるほど競争力のある自動車業界として、グローバルの
EV シフトで競争優位性を失うわけにはいかない、という危機感も感じられる。

2)	 消費者の EV への要望と企業とのギャップ

EV の購入動機について、グローバル全体でも消費者と業界幹部の認識のギャップが見られたが、日本ではさらに大き
なギャップが見られた。業界幹部は、環境意識が消費者への一番のアピール・ポイントだと考えている（76%）が、
消費者にとっては重要度が低い項目だ（27%）。消費者の関心事はコストと充電に集中し、商品の魅力ですら優先度が
低い。業界が消費者認知を上げるためのマーケティング・メッセージを考える際に、消費者のマインドを再確認すべき
だろう。

EV の総所有コストとして、日本の消費者の 55% は従来の車と比べて同程度以下を希望しており、業界幹部が想定す
る 12% 程度のコスト増とは乖離がある。また、自宅の充電設備設置費用については、日本の消費者の期待値は 7 万円
程度と、グローバルの 14 万円程度（1 ドル 130 円換算）と比べて厳しい。

3)	 EV の販売モデルと所有形態

EV の所有形態として、日本でも海外と同様にサブスクリプション・モデルが前向きに検討されている。業界幹部は、
2030 年にサブスクリプションで販売される EV が 40% と予想している。コスト面での折り合いをつけたり、消費者
の電池の劣化への懸念へ対応することに加え、業界の収益構造を 1 回の売り切りから継続的なビジネスへ変えていく
メリットが考えられる。

販売形態については、日本の従来の自動車メーカーは、EV 専用のブランドが有望だと考えている（58%）。EV ブランド・
メーカーはオンライン販売（52%）、ディーラー販売（52%）、第 3 者の購入サービス（54%）など、複数のモデルを
模索中のようだ。
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4)	 今後の生き残りをかけた新しいコア・コンピテンシー

日本の自動車メーカーは、EV 時代の新しい自社の集中領域として、「電気部品開発（77%）と製造（79%）」「最終組
み立て（81%）」を挙げている。電子部品関連は、EV のコアの部分でもあり、伝統的に日本が強い領域でもあるため、
差別化領域と認識されているのかもしれない。

一方、EV プラットフォームに関しては、ソフトウェア、ハードウェア開発、製造ともに自社のコア・コンピテンシー
と考えている幹部は少ない。コネクテッド、エッジコンピューティングなどの車載 IT 領域についても同様だ。これら
新領域は、まだ自社内で知見の蓄積が十分でなく、外部のパートナー企業と協業していると思われる。

バッテリー開発、製造については、複数の企業が大きな発表をしているが、コア領域と位置付けているのは開発 58%、
製造 54% と半分強程度だ。バッテリー開発、製造は多額の資金力が必要になるため、自社のコア領域と位置付ける
企業とそうでない企業と戦略が明確に分かれている可能性がある。

サプライヤーに目を向けると、EV 化へ前向きな姿勢が見られる。業界幹部は 2030 年に売り上げ 20% を予測してい
る。具体的には、内燃機関関連ビジネスの縮小または撤退（59%）したリソースを新商品やサービスへ投資（54%）
で事業を成長させようと考えているようだ。

2030 年の EV 販売目標として対外発表している数字について、実現可能だと考えている業界幹部はわずか 44%、日本
でもグローバルでも変わらない。目標達成へ向けての新しいオペレーション・モデルもロードマップは、まだ構築、
精緻化中の企業が多いようだ。ここを素早く定義し、実行に移していくことこそが差別化になるだろう。テクノロジー
を核に変革を進めることが推奨される。

5)	 充電インフラの整備見通し

日本の消費者の 58% が公共の充電ステーションの不備を EV 購入の不安要因としている。また、賃貸住宅や集合住宅
に居住、コストなどの理由で、自宅に充電設備を設置することが困難な消費者も多い（54%）。自宅充電をメインに
想定している消費者はわずか 52%、職場などの目的地充電（13%）、近隣の共有充電設備（20%）、経路での急速充電

（15%）をメインに想定している消費者も合計 48% おり、バランスの良い充電インフラ整備が必要である。

日本で十分な充電インフラが整う時期について、業界幹部は 2035 年から 2040 年ごろを予想している。2030 年まで
に整うと回答したのはわずか 11% だった。2030 年の EV 販売シェアを 45% と予測するなら、充電インフラ整備は
もっと急いだほうが良さそうだ。充電インフラ整備では、中国やドイツが先行しているが、アメリカでも政府の主導に
より急ピッチで整備プログラムが推進されている。

充電インフラの整備は、複数の関係者が協力して進める必要がある。日本では、EV メーカーと電力会社が重要な役割
を果たすべき、と考えられている。55% の業界幹部は、EV の充電インフラが将来重要な交通インフラとして機能する
だろう、と考えている。
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